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孤独・孤立対策特命委員会 提言 

 

令 和 ７ 年 ５ 月 ２ ２ 日 

自由民主党政務調査会 

孤独・孤立対策特命委員会 

 

Ⅰ はじめに 

○ 孤独・孤立対策については、孤独・孤立状態の「予防」が重要との認識の下、本特命委員

会においてこれまで４回にわたる提言により、社会情勢にタイムリーに対応しつつ、政府

の対策を主導し、着実に成果を挙げてきた。 

○ ５回目となる令和７年提言では、これまでの取組の成果・課題を確認するとともに、孤

独・孤立対策推進法の施行から１年を経過した今、孤独・孤立対策の目的についての理解

醸成を目指し、積み残した課題・新たな課題への重点的な取組を求めていく。 

〇 昨年から「孤独・孤立対策」の大臣の発令がなくなり、「共生・共助」の所掌に包含された

のは未だに「孤独・孤立対策」の目的や意義の共有、そして成果を実感できていないこと

が考えられる。孤独・孤立対策は政治のリーダーシップが重要であり、改めて、世界唯一

の「孤独・孤立対策」をその名に冠する大臣の発令を行うとともに、国際的にも「孤独・孤

立対策」を担当する大臣として主導的な立場を果たしていくべきである。 

 

Ⅱ 令和７年度に特に取り組むべき事項 

１ こどもの自殺対策 

○ 令和６年の一年間で、小中高校生の自殺者数が 529 名と過去最多となった。近年、

こどもの自殺者数は増加傾向にあり、特に、女子中高生の自殺者数は急増している。 

○ こども・若者の自殺は社会全体の問題として捉え、その対策に特に重点的に取り組む

ことが必要であり、令和７年２月に、特命委員会の下に「こどもの自殺対策 PT」（以下

「PT」という。）を設置し、６回にわたりヒアリングを実施してきた。 

○ ヒアリングを通じ、①こども・若者により多様な居場所をつくること、②自殺未遂の経

験があるこども・若者に対しては、医療・警察・保健・教育・福祉等が連携して対応し、一

時的にではなく伴走型で支援を行うこと、③こども・若者の自殺が生じた場合に様々

なルートからその要因等の情報を収集することができる体制を構築し、その後の対策

に繋げることが重要であることが明らかになった。 

○ このため、別添のとおり提言をとりまとめ、より一層の取組の強化を求める。 
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２ 孤独・孤立対策 

○ 地方版官民連携プラットフォームや孤独・孤立対策地域協議会を立ち上げる段階の地

方公共団体への伴走支援を行うべき。各地方公共団体の既存の会議体の活用・連携も

重要であり、好事例を示すだけでなく、地方公共団体の失敗や苦労、会議体をどう組

み合わせたかの工夫等を具体的に把握し、横展開することが必要。 

○ 地域の NPO 等による孤独・孤立状態の「予防」の観点からの「緩やかなつながり」を

築けるような多様な「居場所」づくりも重要。つながりサポーターを通じた啓発に引き

続き取り組むとともに、国において、地方公共団体と連携しつつ、支援の担い手の育成

を含め、NPO 等の取組をしっかりと支援するべき。一方で、NPO 等の活動の評価の

在り方についても検討が必要。 

○ 望まない孤独・孤立状態にある人を誰ひとり取り残さない社会の実現に向け、社会全

体の理解と協力の深化が必須である。そのためには、平時からの幅広い周知・啓発や

「孤独・孤立対策強化月間」の更なる活用等を通じながら孤独・孤立対策の広報・啓発

の強化を図るべき。 

○ 「孤独・孤立相談ダイヤル ＃9999」については、電話以外の相談手法（SNS など）

の取組も始まったが、ＮＰＯ等と連携しながら相談窓口の利便性向上に向けた運用の

在り方についての検討も必要。 

○ 我が国の取組や知見を海外に発信し、「政策の輸出」に努め、主導的な役割を果たす

観点から、日本の特色ある取組を諸外国に発信する機会を積極的に作り、孤独・孤立

状態の予防を目指した「緩やかなつながり」や、官民ＮＰＯ等の「水平的連携」による取

組といった孤独・孤立対策の「核」になる考え方を諸外国に浸透させる主導的な取組が

重要。WHOなど国際機関とのタイムリーかつ密接な連携のためにも、国際会議などに

十分対応できる人的体制の強化も急務である。 

○ イギリスにおいて、医療の一環として取組が進んでいるいわゆる「社会的処方」につ

いて、我が国においても取組を推進すべき。また、これは医療分野にとどまらず、公園

や博物館、図書館といった社会教育施設等を活用した人と人との「つながり」やエンパ

ワーメントに資する分野横断的な取組を促進すべき。 

 

Ⅲ 結語 

○ 孤独・孤立対策推進法の施行から１年が経過し、孤独・孤立対策をさらに発展させるべ

く、国・地方公共団体における着実な取組が必要である。昨年４月に、内閣官房の政策調

整機能が内閣府に移管されたが、引き続き、政策推進の旗振り役としてしっかりと機能

できるよう、体制面も含め党としても取組を後押ししていく。 

○ こどもの自殺対策について、PT において精力的に議論を行ってきた。複雑多様化する
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現代を生きるこども達の「生きづらさ」に寄り添わずして、こどもまんなか社会は実現で

きない。こども達の自殺が高止まりをしているという現実は、日本社会に潜む潜在的な

課題の結果であると真摯に受け止める必要がある。今回取りまとめた提言により、いつ

でも必ず誰かが、社会が、繋がっていてくれると信じることができる社会の構築につな

がるよう、また、すべての人がこの問題を「他人事」ではなく「自分事」として捉え、支え合

いの社会となることを願う。 
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こどもの自殺・自死を防ぐために 

 

 

令和７年５月２２日 

自由民主党政務調査会 

孤独・孤立対策特命委員会   

こどもの自殺対策 PT 

 

（趣旨） 

 令和６年の一年間で、小中高校生の自殺者数が 529 名と過去最多となってしまった。

近年、こどもの自殺者数は増加傾向にある。特に、女子中高生の自殺者数は急増

している。 

 厚生労働省が作成した自殺対策白書（令和６年版）では、こどもの自殺の原因・動

機については、小学生では「家庭問題」、中学生では「学校問題」、高校生では男性

で「学校問題」、女性で「健康問題」が多いなど、年齢別・男女別で様相が異なる。ま

た、教育委員会等の協力を得て、こども家庭庁が令和５年度に行ったこどもの自殺

に関する要因分析によれば、以前と変わりなく出席していた事例が約４割であった

こと、自殺の危機や心身の不調等について、周囲から気づかれていなかった事例

が約２割あったことなども把握できたところである。しかし、こどもの自殺の背景や

要因、女子中高生の自殺者数が近年なぜ増えているか等については、残念ながら、

まだまだ把握できていないことが多い。 

 自殺対策基本法第 2 条の 3 に規定されている通り、こども・若者の自殺を含めた自

殺対策は、決して当事者たるこども・若者やその家族、特別な家庭だけの問題とし

て捉えるのではなく、社会全体の問題として捉え、実施することが求められる。同時

にこれまでの自殺対策に係る検証を行い、これを踏まえ、こどもの自殺対策に取り

組む必要がある。そこで、自由民主党孤独・孤立対策特命委員会は、令和７年２月、

こどもの自殺対策 PT を設置し、６回にわたり、有識者、支援団体、自治体、関係省

庁等からヒアリングを行ってきた。 

 ヒアリングを通じ、①こども・若者により多様な居場所をつくること、②自殺未遂の経

験があるこども・若者に対しては、医療・警察・保健・教育・福祉等が連携して対応し、

一時的にではなく伴走型で支援を行うこと、③こども・若者の自殺が生じた場合に

様々なルートからその要因等の情報を収集することができる体制を構築し、その後

の対策に繋げることが重要であることが明らかになった。 

 そこで、今回、本 PT は上記３つの視点から、以下のような対策をとりまとめた。こ

の提言により、こども・若者にかかわる関係者のさらなる取組が強化・推進されるこ

と、また、すべての人がこの問題を「他人事」ではなく「自分事」として捉え、社会全

体でこども・若者の自殺対策に取り組む機運が高まることを切に願う。 
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１． こどもの「第三の居場所」の創設 

  

家族や学校関係者がこどもの異変に気づくことが難しい場合もあるため、こどもが

安心して過ごし、小さな気持ちの変化や日頃の悩み等を話すことができる居場所

の選択肢を増やすことを目的として、家庭や学校以外の「第三の居場所」を地域

に作ることができるように支援する必要がある。なお、緊急性が高く、重大な危険

が生じているような事例については、児童相談所、保健所、精神保健福祉センタ

ー、福祉事務所、警察等が連携して対応することが重要であるが、こどもが援助

要請を迷ったり、心の整理がつかない段階において、身近な地域に安心・安全な

「第三の居場所」があることは、その後の包括的な支援に結び付くきっかけとなり

得る。 

具体的には、児童館やフリースペースのような誰もが立ち寄ることができる場の

ほか、地域で活動している「こども食堂」、「こどもの学習支援の場」等の取組を拡

充する。 

また、このようなこどもの「第三の居場所」を運営する民間団体等を支援し、24 時

間 365 日、こどもに寄り添い、こどもの気持ちを受け止め、解決に向けたサポート

をする機能を担う拠点を増やすことも重要である。民間団体等が創設する居場所

の運営拠点をモデル事業として開発・育成することを推進するべきである。 

こどもの居場所とともに、若者の居場所の創設も早急に進めなければならない。

養育歴など様々な事情から、家庭や学校、社会とのつながりを失い、孤立してい

る若者に対し、行政、民間団体だけでなく、地域の商店街や企業等が連携して支

援することが重要である。民間団体の取組により、活気を失っていた地域のつな

がりが再び活発になり、若者がいきいきと活動するようになった事例もある。 

電話相談や対面相談が困難なこども・若者も多く存在することから、24 時間相談

できる SNS 相談窓口等を拡充・周知する必要がある。 

電話・SNS 相談事業者と行政・地域における支援団体等が連携する体制を構築し、

相談から地域における支援までを円滑に移行できる取組を促進するべきである。 

民間団体が実施するこども・若者の居場所の運営拠点を形成するとともに、上記

同様、24 時間 365 日、若者の思いを受け止め、長期的に伴走しながら、自立に向

けて取り組む活動を広げるためのモデル事業を実施するべきである。 

自殺の要因とも関連する、貧困、虐待、いじめ、体罰・不適切な指導、暴力、経済 

的搾取、性犯罪・性暴力などの課題に対応するため、学校・家庭・地域など教育 

及び福祉の関係者が連携し、好事例の共有・展開を図るとともに、顔の見える関 

係を築く機会を設けるべきである。 

こうして、こどもが生活していく上で関わる身近な方々が日頃から声掛けをし、こど
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もの様子がいつもと違う場合に気遣っていく、地域での日常的な見守りが大事で

ある。同時に、こうした地域を、医療、福祉、教育などの専門家・専門機関が支え

る体制を構築しなければならない。このためにも、国は、児童相談所、こども家庭

支援センターなどの専門機関が十分に活動できるよう一層の支援を図るべきであ

る。 

 

２． 自殺未遂者支援 

（１） 自殺対策基本法改正案の円滑な施行 

成立が見込まれている自殺対策基本法改正案の円滑な施行に向け、特に、自殺

未遂者を地域で見守るために設置される「協議会」の運営について、国としてガイ

ドラインを作成し、地域でも工夫して実施できる対応を検討するべきである。 

また、学校においてこどもの自殺の防止等に取り組むことが明記されたが、現状

は各教育委員会による施策に地域間格差がある。こどもの命を守るためにも、心

の不調を身体症状として表現する心身症状を初期段階に呈していることが多いこ

とから、ナショナルスタンダード担保の観点から、学校健診等の活用の検討を含

め、こうした格差を是正するための踏み込んだ取組を全国一律に行うべきである。

加えて児童精神科医が不足していることから、こどもの心相談医等と連携も必要

である。 

 

（２） 地域でこどもに寄り添う取組をしている民間団体等への支援 

地域でこどもに寄り添う取組をしている民間団体については、①こどもとの関係性

を構築する取組をしていること、②日常的に地域の学校・行政機関・他の民間団

体等の関係者と「顔の見える関係」を積極的に構築し、一定の支援実績があるこ

と、③こどもの命が脅かされる状況に即応し、適切な初期対応が可能な支援体制

があること、などを条件としたモデル事業を創設するべきである。このモデル事業

を通じて、命が脅かされた状態にあるこどもに、民間団体等による効果的な支援

が実装できるための課題や、困難な状況にあるこどもへの関わりについてどうあ

るべきかを検討するための事例等を把握するべきである。同時に、こうしたモデル

事業を一日も早く全国で展開できるよう、民間団体等の取組について、立ち上げ

から運営に至る経過を把握し、共有するべきである。 

 

（３） 自殺未遂したこどもに対する心のケアサービス提供体制の整備 

 こどもの自殺の最大のハイリスク要因は未遂行為である。こどもの自殺未遂が

起きた場合は、被虐待児の心のケアや発達障害に対応している児童精神科医を

はじめとしたこどもの心のケアを行う医療チームによる早期対応が不可欠である。
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児童精神科医をはじめとしたこどもの心のケアを行う医療チームは、こどもの心の

SOS をとらえ、治療するだけでなく、本人と家族も含めた継続的なケアについて学

校・地域など教育及び福祉の関係者と的確に連携していくことも求められる。こうし

た医療、教育そして福祉による連携体制を地域で整備し、自殺未遂者及びその家

族に対する支援を充実させるためにも、こども家庭庁で実施している「こどもの心

の診療ネットワーク事業」の更なる活用を進めるとともに、児童精神科医や医療チ

ームの対応について、こどもの心相談医等も含めて、診療報酬で適切に評価され

るようエビデンスの収集に努めるべきである。 

 

３． 自殺を防ぎ、再発防止に繋げる仕組みの確保 

（１） こどもの自殺に関する背景調査の指針の改訂 

こどもが自殺した場合、「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針」に基づき、

学校等は調査を実施しており、文部科学省の調査によれば、令和５年度において

は、基本調査は全件実施しているものの、詳細調査の実施件数は全体の約 10％と

なっている。また、遺族への説明が不十分であったり、調査が長期化する傾向にあ

る上、調査における共通様式が定まっていないことから、調査内容にばらつきが生

じたりしている等の課題が存在している。そのため、有識者のほか、実際に指針を

使用した遺族当事者等からの意見聴取が必要である。その上で、遺族に寄り添っ

た形での調査を実施できるように、遺族への説明資料と意向確認書、遺族への情

報提示が適切にされるよう明記するとともに、基本調査の実施項目を統一し、アン

ケート調査の実施を促したり、遺族の希望があれば、詳細調査を確実に実施したり、

調査にあたっては、詳細調査の結果に不足がある場合は、追加での調査の実施も

行えるよう示す等を内容とする「子供の自殺が起きた時の背景調査の指針」の改訂

を速やかに実施するべきである。 

 

（２） 教員によるこどもへの不適切指導があった場合の対応 

文部科学省が公表した、「令和５年度体罰等の実態調査」によれば、不適切指導

等の発生状況については、令和４年度より 145 件増加し、696 件であった。 

不適切指導については、まず、その予防のため、生徒指導提要の記載を踏まえ、

現場の教員が不適切指導への認識を深めるための啓発が重要である。 

また、自治体における外部相談窓口の設置等、相談体制の整備も急務である。

不適切指導が発生した場合には、事実関係の迅速かつ正確な把握と、当事者への

対処、再発防止に向けた取組が重要となる。国としては、上記のような対応が適切

になされるように、各教育委員会に対して必要な指導を行うことが求められる。 

体罰や不適切指導は事後対応が難航する。文科省及びこども家庭庁は、地方自

治体に対し、学校・教育委員会以外のこども行政を担う部署でも、こどもと保護者か
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らの相談を受けられる体制を構築するよう促すべきである。あわせて、こども家庭

庁は、既に相談に対応している地方自治体に対し、専門的な見地からサポートする

仕組みを設けるべきである。 

なお、不適切指導は、行為者が教員ということもあり、いじめよりもさらに、学校自

身が調査に消極的な姿勢も考えられる。そこで、国として、体罰及び不適切指導か

らこどもを守るためにも、いじめ同様、調査の際に第三者委員会を設置している例

もあることから、そのような例の周知を含め、学校や教育委員会以外の第三者がか

かわることができることを明確に示す必要がある。 

その上で、不適切指導を生まないためにも、チームによる組織的な生徒指導を

推進していくことが必要である。 

  

（３） 災害共済給付制度（JSC）の見直し 

JSC では、自殺等の死亡事案（自殺未遂含む）発生時に学校から適切に申請さ

れないという問題が発生している。申請しないだけでなく、遺族に給付制度の説明

をせず、申請期限の２年が過ぎてしまうことも起きている。そのため、①時効に阻ま

れることがないように、死亡事案の申請の時効のあり方を見直すこと、②死亡事案

発生時には、JSC について必ず説明がされるよう周知を徹底すること、③体罰や不

適切な指導など、学校が認めにくい事案の場合は、学校を経由せず遺族から直接

JSC に申請できる方法を確立すること、④高等学校等の生徒の自殺にのみ定めら

れている「故意」の要件の廃止を検討することが求められる。 

 

（４） CDR 

チャイルド・デス・レビュー（ＣＤＲ：Child Death Review）については、令和２年４月

１日に施行された死因究明等推進基本法の附則第２条において、「国は、この法律

の施行後３年を目途として、・・・、検討を加えるものとする。」とされているが、情報

の取得方法や整備体制等の様々な課題があることから、CDR モデル事業での検証

が続いており、今年度ようやく、「CDR の制度のあり方に関する検討会」が政府に設

置され、本格的な検討が開始された。 

ＣＤＲの取組を加速するため、モデル事業を通じて把握された課題等を検証し、

全国展開に向けた体制整備の工程表の作成を開始するべきである。 

 

（５） 報道や SNS からこどもを守る取組 

メディアによる著名人の自殺報道や事件・事故の映像などが SNS 上で拡散され

ることにより自殺が誘発される、いわゆるウェルテル効果の可能性が指摘されてい

る。そのため、こどもの命を守る観点から、報道機関等に対して、世界保健機関

（WHO）の自殺報道ガイドラインの遵守を求めているが、SNS プラットフォーム事業
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者に対しては、自殺誘引等情報への自主的な対応を促す必要がある。あわせて、

報道機関や事業者等が、自殺報道や SNS がこどもの自殺に与える影響を適切に

把握し、関係者間、関係省庁との連携を一層推進するべきである。また、SNS の適

切な利用に関するリテラシーを高めるための取り組みを、こどものみならず、社会

全体で推進する。 

 

（６） こどもの自殺に係る要因分析の更なる深化 

「こどもの自殺対策緊急強化プラン」の効果を検証した上で、有識者や関連団体、 

遺族等の要望を丁寧に聴取し、必要に応じてプランの見直し・改善を図るべきであ

る。あわせて、中長期的なこどもの自殺対策計画を立てるべきである。同計画の作

成にあたっては、「こどもの自殺対策に関する関係省庁連絡会議」を活用するべき。 

こどもの自殺の要因分析のための調査研究の結果を踏まえ、研究者や団体、遺

族等と連携しながら、こどもの自殺の実態解明に取り組むべきである。自殺したこ

どもに係る情報だけでなく、自殺未遂をしたこどもからの情報の他、希死念慮を持っ

ているこどもの情報も含めて、多層的に把握し、分析することが重要である。自殺

未遂に至るこどものケアに携わる現場の専門家等から、こどもを取り巻く環境

について丁寧に実態を聞き取り、要因分析の更なる深化につなげる。 
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ヒアリング等における主な御意見(案） 

 

○ 昨年１２月に政府の取組状況の聴取、今年２月以降、政府の直近の動きの聴取、有識者ヒ

アリングを実施（参考１参照）し、各回で出された主な意見を以下のとおり整理。 

 

１ 孤独・孤立対策全体に関連する事項 

○地域での取組を広げるためには、お互いの活動を肯定し合える環境づくりが重要。NPO

を批判する人もいるが、地域での様々な取組は、直接役所ができない仕事でもあるため、

しっかりと説明責任を果たしていくことが必要。 

○ 今後、単身世帯の増加が見込まれる中、孤独・孤立対策の観点からも、そうした方々の

孤独・孤立状態の「予防」に向けた取組が必要。 

○ エビデンスに基づいた孤独・孤立対策を行う観点から、中長期的なアウトカムをどのよ

うに測るかや、透明性の確保と事務負担のバランスを考慮しながら、NPO 等の活動の評

価の在り方について検討が必要。NPO等の活動の評価に当たっては、例えば、UCLAの

孤独感尺度を用いて、事業開始前と開始後の孤独感の変化を見る方法もあるのではな

いか。 

○ 孤独・孤立対策は幅広いがゆえにイメージづくりが難しく、住民や企業等の理解を得る

ことが難しいため、様々な分野の政策が孤独・孤立対策に紐づいた制度設計になると理

解促進につながるのではないか。 

○ 民間企業での取組を進めるため、SDGｓのように政府からの働きかけや大企業の取組

が目に見えることや、孤独・孤立対策に取り組むことで人手不足が解消されるなど企業

にもメリットがあるといった働きかけも重要。 

 

２ 政府の「孤独・孤立対策重点計画」の基本方針に関連する事項 

（１）孤独・孤立に至っても支援を求める声を上げやすい社会づくり 

○ 誰もが弱さをさらけ出せて、弱さを受け入れられる社会とすることを目指し、「孤独に

強い人」ではなく「孤独にさせない社会」づくりが重要。 

〇 デジタル技術の活用により、特に若い方にプッシュ型で支援を届けることが重要。 

〇 毎年５月の「孤独・孤立対策強化月間」について、地方公共団体、民間企業、経済団体、

別添２ 
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文化、芸術、スポーツ団体等も巻き込んだ取組に発展させるとともに、より大規模な広報

啓発キャンペーンを行うためにも、社会全体の理解のもと官民による予算の継続的な確

保が必要。 

〇 孤独・孤立を抱えている方へのファーストコンタクトが重要であり、そのスキルを磨く観

点からも「つながりサポーター」養成講座の取組を推進すべき。行政職員や企業、学校等

を含め、さらに取組を広げることが必要。 

○ 子どもなどの孤独感を把握し、支援を届けていくことが重要。 

○ 学校になじめないことや小中高時代の不登校が原因で、引きこもりになっている場合

もあり、こどもが気軽に相談しやすい体制整備を進めるとともに、学校内やオンラインの

フリースペースの活用など、その子にあった居場所をつくることが重要。次期学習指導要

領の改訂においても、柔軟な対応が可能となるよう見直しが行われることを期待。 

○ こどもが相談しやすい環境づくりの観点からは、部活動等の指導者がメンタルヘルスに

ついて学ぶことや、そうした学びの機会の提供をサポートできる拠点づくりも重要。 

 

（２）状況に合わせた切れ目のない相談支援 

○ 相談支援の担い手がひっ迫する中、相談員の健康管理など働きやすい環境を整えるこ

とが重要。また、AI は都市部・地方部といった制約も少なく、今後のＡＩ技術の発展を踏

まえながら、AI と専門の相談員との適切な組合せによって行うなど、効果的に支援を届

けることも考えられるのではないか。 

○ 他方で、生成AIはまだデータの蓄積が進んでおらず、イライザ効果といった問題もある

ため、専門機関における AI を使った相談の倫理規程の整備や専門家による監修など、リ

スクコントロールの検討を行った上で慎重に実施することが必要ではないか。 

○ 匿名で相談できることで、周囲に言えなかったことを言えるきっかけにもなるため、メ

ール、チャット、SNS による相談も積極的に推進することが重要。 

○ 相談窓口をつくるだけでは相談につながらない部分もあり、この空間・この人たちだっ

たら安心して話を聞いてもらえると思ってもらえるようなアプローチも重要。 

 

（３）見守り・交流の場や居場所を確保し、人と人との「つながり」を実感できる地域づくり 

○ 孤独・孤立対策の推進に当たっては、福祉分野を超えた各府省庁横断的な取組が重要

であり、地域づくり、まちづくりの視点も入れて多様な主体の連携、支え合いを進めてい

くことが必要。 
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○ 地域での役割があることが自己有用感につながり、中高年層等の孤独・孤立対策に資

すると考えられるため、そうした役割を提供することも重要。 

○ 対象となる層ごとに参加しやすいイベントを色々と揃えるなど、様々な層を取り込んで

いく工夫が必要。 

○ 日本語を話せない外国人が、家族で孤独を感じている場合もあり、なにか問題が生じ

たときに相談に乗ってくれる相談窓口だけではなく、こうした方々も参加できるような

場所があることも重要。 

○ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）のとれた働き方が重視されているが、この

「ライフ」には、プライベートだけでなくソーシャルなライフも必要。例えば、休日に少しだ

け地域とつながるような機会を設けることも重要。 

 

（４）官・民・ＮＰＯ等の連携強化 

○ 孤独・孤立状態の「予防」の観点や、地域や社会における「緩やかなつながり」をどのよ

うに強化していくかという観点が重要であり、政府として地方公共団体やＮＰＯ等をしっ

かりと支援するべき。 

○ NPO 等への支援に当たっては、現場の NPO 等の意見も踏まえるとともに、規模の小

さな団体を育てる観点も重要であり、政府による直接的な支援のほか、民間の助成財団

による助成が進むよう、孤独・孤立対策の啓発活動を行うことが重要。 

○ 孤独・孤立対策の取組を推進する観点からは、指定管理者制度における地方公共団体

の公募の仕様書等に、孤立・孤独を解消するための事業にも積極的に取り組むことを明

記するといった対応も重要。 

○ 基礎自治体の取組の底上げを図る観点から、「社会参加活躍支援等孤独・孤立対策推進

交付金」の活用促進を含め、丁寧に伴走支援を行うことが必要。その際、首長等から理解

を得ることも重要であり、トップセミナーを行うことも必要。 

○ 都道府県や市区町村での取組を進める観点から、都道府県と市区町村の役割分担を明

確化することが重要であり、政府として必要な支援を行うべき。 

○ NPO 等での取組を継続的に実施する体制を確保するためには、地域の支援団体やコ

ミュニティ活動を行っている団体と連携する視点も重要であり、地方版官民連携プラット

フォームを有効に活用することが重要。 



孤独・孤立対策特命委員会 日程 
 

 

 

 

 
 
 
第一回  12月 23日（月）  15時～ 
     最近の孤独・孤立対策の取組（役所説明） 
     その他 
 
第二回  ２月 12日（水）  17～18時 

自治体ヒアリング 
埼玉県福祉部福祉政策課 鈴木課長 
福山市保健福祉局福祉部福祉総務課 髙松支援調整担当次長 

 
第三回  ２月 26日（水）  16～17時 
     有識者ヒアリング① 

・孤独・孤立対策全般：大西孤独・孤立対策推進参与 
・１ ２：ＮＰＯ法人ＯＶＡ 伊藤代表理事 

 
第四回  ３月 12日（水）  17～18時 
     有識者ヒアリング② 

・２：ＮＰＯ法人自殺対策支援センターライフリンク 清水代表 
・３ ４：公益社団法人全国公立文化施設協会 岸事務局長/専務理事 

 
第五回  ３月 26日（水）  17～18時 
     有識者ヒアリング③ 

・孤独・孤立対策全般：早稲田大学法学部 菊池教授（孤独・孤立対策の在り方
に関する有識者会議 座長） 

・２：山形市福祉推進部 鈴木次長/生活福祉課長 
・３：認定ＮＰＯ法人レスキューストックヤード 浦野常務理事 

 
第六回  ４月 16日（水）  17～18時 
     有識者ヒアリング④ 

・１：国立研究開発法人国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所研究
員 小塩研究員 
日本オリンピック委員会 谷本理事/アントラージュ専門部会長 
岐阜市教育委員会 水川教育長 

 
第七回  ５月７日（水）  17～18時 
     有識者ヒアリング⑤ 

・３ ４：日本コミュニティー・シェッド協会 伊藤代表理事 
・３：一般社団法人プラスケア 西代表理事 
提言案の主要論点（案）議論 

 
第八回  ５月 13日（火）  16時半～17時半 
     提言取りまとめ 
 

※ヒアリングと合わせて、その都度政府から報告事項があれば報告。 

（参考）孤独・孤立対策に関する施策の推進を図るための重点計画（令和６年６月 11 日 孤独・孤立対策
推進本部決定） 
３．孤独・孤立対策の基本方針 

１孤独・孤立に至っても支援を求める声を上げやすい社会とする  
２状況に合わせた切れ目のない相談支援につなげる  
３見守り・交流の場や居場所を確保し、人と人との「つながり」を実感できる地域づくりを行う 
４孤独・孤立対策に取り組むＮＰＯ等の活動をきめ細かく支援し、官・民・ＮＰＯ等の連携を強化する 

参考１ 



過去４か年の提言における主な指摘とその対応状況 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 参考２

　

令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 対応状況

1
・国際的なリーダーシッ
プの発揮

・国際的なリーダーシップの発揮、
孤独孤立対策の「政策の輸出」に努
める

孤独・孤立対策推進会議において、孤独・孤立対
策担当大臣のリーダーシップの下、各府省庁と連
携して対策を推進。

2
・提言を骨太に反
映、縦割りの除去、
民間との連携

・提言を骨太方針に反
映、全省庁が協力して取
り組む

・孤独・孤立対策担当大臣のリー
ダーシップの下で全ての府省庁が協
力して取組を着実に推進

3
・外国との政策の情報共
有・意見交換、国際的な
主導的役割の発揮

・各国との情報連携

4
・国際的に主導的な役割を果たせる
よう、対策の深化・強化

5

Ⅱ　孤独・孤立対策推進本部におい
て、法に基づく重点計画を速やかに
策定し、新たな重点計画に沿って内
閣府を中心に関係府省庁が一体とな
り対策を着実に推進するべき。

令和６年６月11日に、孤独・孤立対策推進本部に
おいて法に基づく重点計画を策定し、政府におけ
る取組の安定的・継続的な推進を行っている。
今後も施策のアップデート等を継続的に実施。

6
・ＮＰＯ等の予防等に資する取組モ
デルを構築、全国展開

令和５年度から「地域における孤独・孤立対策に
関するＮＰＯ等の取組モデル調査事業」で居場所
づくりのモデルを収集しており、令和７年度も引
き続き実施する。

こども家庭庁において、令和５年度には「ＮＰＯ
等と連携したこどもの居場所づくり支援モデル事
業」を、令和６年度からは「こどもの居場所づく
り支援体制強化事業」を実施し、地方自治体やＮ
ＰＯが中心となったこどもの居場所づくりの取組
を推進している。こどもの居場所づくりのモデル
となる先進的な事例についての情報も収集してお
り、令和７年度も引き続き実施する。

7
・支援に当たってい
るＮＰＯ等の民間団
体への情報提供

・ＮＰＯ等への情報提供
孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム会員向
けメルマガ等で、会議やイベントなどの情報提供
を実施。

8

・国・地方が、民間企業が事業活動
を通じて連携・協働に参画すること
を後押し、先進的な取組事例の情報
発信・共有

令和５年８月のキャンペーンで民間企業の取組を
発信、令和６年５月の強化月間において、民間企
業の取組も登録依頼。令和７年５月の孤独・孤立
対策強化月間においても、民間企業と連携した取
組の発信。
孤独・孤立対策推進法の施行通知で以下のとおり
明記。
「官・民それぞれの取組の裾野を広げ、連携に参
画する民の主体の多元化を図るとともに、民間企
業が事業活動を通じて孤独・孤立対策に資する取
組を行う形で連携に参画することが求められてい
る。」

9

・政策形成や情報発
信にあたって民間団
体の参加を求める
・分野を超えた民間
団体の連携方策を検
討・支援

・地域における、緩やか
なつながりの下での支援
者の基盤を構築

・国・地方における官民の連携・協
働の強化

10

・自治体の人員体制
の見直し、孤独・孤
立のネットワークづ
くりに向けた国の支
援
・自治体のモデルの
全国への横展開

・自治体におけるプラッ
トフォームづくりへの支
援

・地方版PFのモデル構築を踏まえ、
官民連携の基盤づくりの地方への普
及促進

11 ・サポーター養成の仕組みの検討
・Ⅱつながりサポーター養成の本格
実施に伴う取組の発信や啓発、働き
かけが必要。

孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム分科会
１での検討を踏まえ、令和６年度から「つながり
サポーター養成講座」を本格実施し、自治体や民
間企業、ＮＰＯ等において講座を実施。
令和７年度以降、講座実施の拡大やこども向け講
座の試行実施に向け、分科会１で検討を行いなが
ら、継続的に取組を行う。

Ⅰ　世界唯一の「孤独・孤立対策」
をその名に冠する大臣のリーダー
シップの下、国際的にも主導的な立
場を果たしていくべき。

これまでに、ドイツとの共同声明、オンラインシ
ンポジウムの開催、マーシー医務総監（WHO社会的
つながり委員会共同代表）との意見交換等を実
施。
WHO社会的つながり委員会の委員として担当大臣が
選出、日本の特色ある取組を諸外国に発信する機
会を積極的に作るなど、取組を更に進める必要。

Ⅲ１　我が国の取組や知見を海外に
発信し、「政策の輸出」に努め、主
導的な役割を果たす。他国と情報連
携も積極的に行い、新たな知見や
データを蓄積し、日本の政策への活
用可能性の検証を推進

・Ⅱ　地方公共団体は、ＮＰＯ等と
連携しながら、多様な居場所づくり
など地域の孤独・孤立対策を着実に
推進する必要。国は、地方公共団
体、ＮＰＯ等の取組を支援すべき。
・Ⅲ２（３）　各地域での活動の注
視や事例収集を続け、それを踏まえ
た資金的・非資金的支援の実施（再
掲）
・Ⅲ２（４）③　各地域の連携の優
良事例などを検索可能な形で「見え
る化」すること

・Ⅱ　地方公共団体は、ＮＰＯ等と
連携しながら、多様な居場所づくり
など地域の孤独・孤立対策を着実に
推進する必要。国は、地方公共団
体、ＮＰＯ等の取組を支援すべき。
地方版官民連携プラットフォームや
地域協議会を立ち上げる段階の地方
公共団体への伴走的支援を行うべ
き。（一部再掲）
・Ⅲ２（２）　各種専門領域の支援
者同士が互いに紹介し合い、切れ目
のない支援体制を構築すること
・Ⅲ２（４）①　ＮＰＯ等の運営の
ナレッジやリソースを他団体と共
有・情報交換できるネットワーク形
成ができる環境づくり、デジタルの
活用等によるリソースの見える化の
検討

地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム
による、地域の関係者の顔の見える関係づくりを
以下で支援。
・令和４～５年度　地方版PFモデル事業の実施、
横展開
・令和６年度　孤独・孤立対策推進交付金、モデ
ル事業による継続支援
・令和７年度　社会参加活躍支援等孤独・孤立対
策推進交付金による継続支援

自治体からは、プラットフォーム等の設置方法や
取り組み方が分からないとの声もあり、好事例だ
けでなく、取組を進める上での課題についても把
握し、こうした自治体が参考にできるよう横展開
に取り組む必要。

1



令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 対応状況

12
・「望まない孤独・
孤立」を対象に

・「望まない孤独・孤
立」を対象に
・予防の観点
・実態調査結果を踏まえ
て、予防の観点の施策を
推進

・「望まない孤独・孤立」の状態に
至らないようにする予防的施策が重
要

・Ⅱ　各主体が基本理念や「予防」
の観点の重要性を改めて意識し、取
組や理念が各機関・地域・住民に浸
透するよう努めるべき。
・Ⅲ１　「望まない孤独」が対象、
孤独・孤立対策の基本理念、「予
防」の観点の重要性、「つながり」
がキーワードであることを認識して
施策を推進。

現行の重点計画の基本方針に以下のように明記
し、取組を推進。
「孤独・孤立は当事者の自助努力に委ねられるべ
き問題ではなく、社会全体で対応しなければなら
ない問題であり、また悩みや困りごとが深刻化・
複雑化する前に対応する、孤独・孤立状態の予防
の観点が重要である。」
「さらに、孤独・孤立対策においては、孤独・孤
立の問題やそれらから生じ得る更なる問題に至ら
ないようにする「予防」の観点、すなわち孤独・
孤立を生まない社会をどのようにつくるのかが重
要であるとともに、孤独・孤立に悩む状態に至っ
ても可能な限り速やかに当事者の望む状態に戻れ
るように取り組むことが重要であり、この理念の
浸透を図ることが必要である。」
「孤独・孤立対策においては、以上に留意し、当
事者等が「望まない孤独」 及び「孤立」を対象と
して、その実態や当事者等のニーズに応じた施策
を有機的に連関・連携させて、相乗効果を高めな
がら、取組を進める。」

13

・国民の健康、経済
の生産性、人々の持
続的な幸福の実現
（well-being）と
いった視点に着目し
つつ議論を深める必
要

・孤独・孤立の予防はWell-beingの
観点からも重要

・Ⅲ１　孤独・孤立の予防の推進は
Well-beingの観点からも重要である
ことを認識して施策を推進

重点計画の基本理念に以下のとおり明記。
「孤独・孤立対策においては、孤独・孤立の問題
を抱える当事者等が疎外感を感じてしまうような
関係や支援の場に形式的につなぐことでは十分で
なく、「当事者等が相談できる誰か」や「信頼で
きる誰か」と対等につながっているという形で人
と人との「つながり」を実感できることが重要で
あり、このことは孤独・孤立の問題の解消にとど
まらず、ウェルビーイング（Well-being、人の幸
福感)の向上や社会関係資本の充実にも資するとい
う考え方の下で、施策を推進する。」

14

・政策対象の明確化
・エビデンスに基づ
く政策立案
・孤独・孤立の実態
調査の実施

・政策対象の明確化
・孤独・孤立の実態調査
の実施
・データに基づく政策立
案
・実態調査結果を活用し
た、重点を置くべき支援
対象の検討、効果的な施
策の推進

・実態調査結果を活用した施策の強
化・重点化
・孤独感が高かった年齢層（若年、
中年）への重点的な対応

15
・孤独・孤立を生む
要素の分析

・実態調査による、経年
での孤独・孤立の状態の
推移の把握・評価

・各府省庁の施策が実態調査等の結
果を踏まえたものとなるよう政府内
で徹底
・実態調査による、経年での孤独・
孤立の状態の推移の把握・評価

16

・コロナ禍で影響を
受けた方への対応、
支援を求める声を出
しにくい中高年男性
への対策

・孤独感が高かった年齢層（若年、
中年）への重点的な対応（再掲）

大臣PT（安心・つながりプロジェクトチーム）に
おいて、中高年層も含めた孤独・孤立状態の「予
防」の観点からの取組を検討する。

17
・Ⅲ１　１人１台端末を活用し、16
歳以下のこどもに関する調査も実施
することの検討

16歳未満のこどもの孤独・孤立の実態調査につい
ては、こども庁が行う「こども・若者の意識と生
活に関する調査」との関係も整理しつつ、令和８
年度以降での実施に向けて引き続き検討。

18

・各府省の政策に孤
独・孤立対策の視点
をビルトイン
・支援策の検討に当
たってはＮＰＯ等の
意見を吸い上げ

・全府省庁の施策に孤独・孤立対策
の視点を組み込むことの徹底

・Ⅲ１　全府省庁の施策に孤独・孤
立対策の視点を組み込んで展開する
ことの徹底

重点計画に以下のとおり明記し、取組を推進。
「関係府省庁において孤独・孤立対策を推進する
に当たっては、 孤独・孤立の実態把握に関する全
国調査の結果、新たな知見及び関係者の意見、推
進法の施行状況等も踏まえて、各々の所管施策に
重点計画の基本理念・基本方針が示す孤独・孤立
対策の視点を組み入れて、事業の使いやすさの改
善に努めるとともに、事業展開、施策間連携、都
道府県と市町村の役割等に更なる検討を加えてい
くこととする。」

・Ⅲ１　実態調査は引き続き実施。
実態調査結果を踏まえた、さらなる
施策の強化・重点化

例えば、男性や中年層の孤立の傾向が明らかに
なったことを踏まえ、令和４年度補正予算の事業
において、
・男性の孤独・孤立の悩みなどに係る「男性支援
相談」の取組を開始するとともに、
・孤独・孤立対策の取組モデル調査において、
「中年男性を対象とした居場所づくり」を公募対
象とした。
また、実態調査において、若者の孤独感が高いこ
とが明らかになったことを踏まえ、令和６年５月
の「孤独・孤立対策強化月間」において、若者が
アクセスしやすいオンライン空間における周知啓
発イベントや相談対応を行った。
令和６年度も実態調査を実施し、令和７年度も引
き続き実施予定。

2



令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 対応状況

19
・施策間の連携、手当の
薄い部分への新たな施策
の検討

・施策間の連携、運用の改善、支援
が不足する分野・主体に関する施策
の検討

・Ⅲ１　重点計画に盛り込まれる施
策全体を俯瞰し、各府省庁の施策の
効果的な連携による運用の改善、支
援が不足する分野・主体に関する施
策の検討

重点計画に以下のとおり明記し、取組を推進。
「地方公共団体、孤独・孤立対策地域協議会、関
係機関等の意見を継続して聴きながら、 必要に応
じて、重点計画全般の見直しの検討を行う。ま
た、これらを行う際には、有識者における審議等
を行うこととする。 Ⅲの具体的施策については、
原則として、毎年度、各施策の実施状況のエビデ
ンスに基づく評価・検証を行うとともに、各省庁
の取組内容に応じて追加・修正等の改正を行うこ
とする。 」

20

・内閣官房孤独・孤
立対策担当室の拡
充、民間採用などに
よるＮＰＯ等のノウ
ハウを活かす体制づ
くり

・国・自治体における孤
独・孤立対策の情報発信
や広報の実施に当たり、
民間人材の登用等による
効果的な方策の検討

・法の施行後も民間人材の登用を含
めた体制の構築

・Ⅲ１　内閣府への移管に伴い、内
閣府が司令塔として一層の対策強化
に取り組むこと。その際、司令塔機
能が低下しないよう継続的に人員体
制の強化を図ること

引き続き、孤独・孤立対策推進本部、孤独・孤立
対策推進会議の場などで、孤独・孤立対策の観点
からも各施策の使いやすさの改善を各府省庁に要
請。
引き続き、内閣府孤独・孤立対策推進室の人員体
制の強化に向けて取り組む。

21

・スティグマの解消・孤
独・孤立が誰にでも起こ
ることや声を上げること
が当たり前であるという
機運醸成のための広報や
情報発信の推進
・どんな人が孤独・孤立
に陥りやすいか、地域の
人々が気づいて声を掛け
るための手法を解説した
ガイドライン等の普及

・スティグマの解消
・声を上げやすい・かけやすい社会
づくり関する官民連携PFの検討成果
を踏まえた取組の具体化

孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム分科会
１の検討結果を踏まえ、
・知らない層：強化月間による周知。
・知っているが相談できない層：キャンペーンに
よる認識周知、マイナポータルとの接続。
・相談者になりうる層：つながりサポーターの本
格実施、こども向けつながりサポーター養成講座
の検討。

22 ・積極的な広報

・内閣官房による、分かりやすくタ
イムリーで効果的な広報・PRに努め
る
・日常の様々な分野に「居場所」を
見つけることの大切さを周知、居場
所に参加しやすい環境整備
・地域の集まりやイベントがつなが
りを気づく上で重要な役割を持つこ
とを再認識すべき

SNS（X、FB等）によるタイムリーな広報の実施
三原大臣につながりサポーター養成講座を受講い
ただき、令和７年５月の孤独・孤立対策強化月間
における広報動画を作成するなど、周知・啓発の
取組を進めている。

23
・孤独・孤立対策の
HPの抜本的、継続的
な改善

・内閣官房のホームペー
ジの再編
・内閣官房の広報、情報
発信の抜本的改善

孤独・孤立対策ウェブサイト「あなたはひとり
じゃない」、孤独・孤立対策強化月間HPにて、広
報、情報発信。

24

・データやエビデンスに
基づく施策の推進を通じ
た孤独・孤立対策につい
ての国民の理解促進

実態調査結果をウェブサイトなどで周知。
現行の重点計画の「特に重点を置いて取り組むべ
き事項」として、「（３）重点計画に定める施策
のエビデンスに基づく評価・検証を通じた取組の
推進」を明記しており、有識者会議等において検
討を進める。

25
・ヤングケアラーへのア
ウトリーチ対応

・Ⅲ２（１）　「予防」の観点から
の、特に声をあげづらい子どもに対
する、支援者側からのプッシュ型や
アウトリーチによる支援情報の発信
の強化

こども家庭庁においては、国におけるヤングケア
ラーの実態調査の結果や、多機関連携支援に係る
マニュアルの地方自治体を周知。
ヤングケアラーについて、地方実態調査や研修、
コーディネーターの配置、ピアサポートなどの相
談体制の整備、ヤングケアラー等がいる家庭への
訪問による家事・育児支援等を実施する自治体の
取組みを財政的に支援。
令和４年度から令和６年度までの３年間を「集中
取組期間」とし、当面、中・高校生の認知度５割
を目指し、社会的認知度の向上に取り組むととも
に、当事者団体や支援団体のネットワークづくり
を支援。
支援を必要とするヤングケアラーに着実に支援を
届けるため、令和６年６月に子ども・若者育成支
援推進法を改正し、ヤングケアラーを関係機関等
が各種支援に努めるべき対象として明記した。

・Ⅲ２（１）　声をあげやすい環境
づくりを政府が支援すること
・Ⅲ２（１）　「孤独・孤立対策強
化月間」について、自治体、民間企
業、経済団体、文化、芸術、スポー
ツ団体等も巻き込んだ取組に発展さ
せること
・Ⅲ２（１）　「孤独・孤立対策強
化月間」以外にも、スティグマ解消
に資するキャンペーンを実施
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令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 対応状況

26

・従来型の「待つ福
祉」の脱却、当事者
の意向に沿った支
援、アウトリーチ型
支援
・プッシュ型の情報
提供

・行政の「申請主義」や
「待つ姿勢」の変革
・アウトリーチやプッ
シュ型の支援促進
・当事者に寄り添った対
応の浸透
・アウトリーチによる働
きかけ

・プッシュ型・アウトリーチによる
予防的な関わりの強化、当事者が制
度・情報に触れる機会の増加

こども家庭庁においては、地方自治体において、
個々のこどもや家庭の状況や利用している支援等
に関する福祉・保健・教育などの情報・データを
個人情報の適切な取扱いに配慮しながら分野横断
的に連携し、精査を行うことで、潜在的に支援が
必要なこどもや家庭を把握し、プッシュ型・アウ
トリーチ型支援につなげる取組を実施。
令和６年度は、これまでの実証事業・パブリック
コメント・検討会等を踏まえ、地方公共団体がこ
どもデータ連携に取り組むためのガイドラインを
策定し、ＨＰ上で公開した。

27
・孤独・孤立対策強化月間の数値目
標の具体化、広報や情報発信

・Ⅲ２（１）　「つながりサポー
ター」の養成率を強化月間のKPIとす
ることを検討

孤独・孤立の理解者を増やす普及啓発策として、
令和６年度から一般市民を対象とする「つながり
サポーター」の養成講座を本格実施。子ども向け
の講座のテキスト案を作成。今後、試行実施の予
定。
つながりサポーター養成数の目標設定等につい
て、孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム分
科会１で議論を行うこととしており、強化月間も
活用しながら、年間を通じて達成を目指す目標の
設定を検討。

28

・要支援者に必要な
情報を届けるための
DXの活用
・申請書、情報シス
テムの統一化

・手続き・様式の共通化
やデジタル技術の活用

・支援制度の手続きにおける書類の
簡素化、オンライン化、DXの活用

・Ⅲ２（１）　相談窓口のオンライ
ン化、制度申請のペーパーレス化な
どのDXの推進

令和５年度、孤独・孤立対策ウェブサイト
（チャットボット）を活用した相談支援先の紹
介、チャットボットとマイナポータルとの接続に
よる申請手続の簡素化。

デジタル庁において、「デジタル社会の実現に向
けた重点計画」（令和６年６月21日閣議決定）に
基づき、子育て、介護といった行政の手続等のオ
ンライン化を実施している。

29

（民生委員・児童委員の
改革のためにも）若年層
の悩みに対して同世代が
支える「こども若者サ
ポーター」の創設・検討

・若年層の悩みに対して同世代が支
えるための「若者サポーター」等、
身近で多様な人材を育成

・Ⅲ２（１）　こども若者サポー
ターの養成・確保に向けた検討。民
生委員・児童委員の活動内容の充
実・強化

30

・地域を支える重要
な組織等（社協、民
生委員・児童委員）
の拡充・強化、自治
会・町内会等の活用

・社協、民生委員・児童
委員、保護司等の位置付
けの再確認、活動環境の
整備、支援
・ゲートキーパーの活動
支援

・社協、民生委員・児童委員、保護
司の活動内容の充実・強化

31

・地域の人々の孤独・孤
立の問題への関心向上、
地域での活動につなげる
取組

・普段から地域や社会に参加して活
動する機会を増やしていく取組の推
進

32
・地域住民が自主的な活動やボラン
ティア活動に取り組める環境づくり

現行の重点計画の基本方針に以下のように明記
し、取組を推進。
「孤独・孤立対策の推進に当たって、孤独・孤立
の問題を抱える当事者等への支援を行うＮＰＯ等
は重要かつ必要不可欠であることから、孤独・孤
立対策に取り組むＮＰＯ等の活動（人材育成を含
む。）に対して安定的・継続的にきめ細かな支援
を行うとともに地域の関係者同士が相互に連携・
協力しつつ活動できるよう支援を行う。」

厚生労働省においては、都道府県等が民生委員・
児童委員に対して支弁する活動費について交付税
措置しており、令和２年度に引き上げを実施。
令和６年度から自治体の創意工夫のある民生委員
の担い手確保や業務負担の軽減等に資する取組を
国の補助制度の対象にした。また、令和５年地方
分権提案に関する閣議決定に基づき、昨年６月か
ら「民生委員・児童委員の選任要件に関する検討
会」を開催し、計４回の議論を経て12月に議論の
整理をとりまとめ、一定の要件を満たす場合に
は、現職の民生委員が他の自治体に転出した後
も、任期の残期間については転出前の担当区域に
おいて引き続き民生委員として活動可能となるよ
う選任要領を改正し、通知した。

法務省においては、令和６年１０月に取りまとめ
られた「持続可能な保護司制度の確立に向けた検
討会」報告書を踏まえ、安全確保や活動環境の整
備を含む各種施策等の取組を進めている。

現行の重点計画の基本方針に以下のように明記
し、取組を推進。
「「予防」の観点を重視しつつ、このような日常
の様々な分野における緩やかなつながりを築ける
ような多様な各種の居場所づくりや居場所の「見
える化」及び担い手の増大を図る取組、市民によ
る自主的な活動やボランティア活動を推進す
る。」
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33
・孤独・孤立を経験
した元当事者による
相談対応

・相談者の状況に応じた
相談体制の整備（例：同
性・同世代の相談対応者
の配置、相談窓口の「見
える化」）

・相談者の状況に応じた相談体制の
整備（例：同性・同世代の相談対応
者の配置、相談窓口の「見える
化」）

相談窓口の見える化について、孤独・孤立対策
ウェブサイト（チャットボット）で対応を行って
いる。

34

・スティグマの解消
のための「SOSの出
し方」の教育、１人
１台端末を活用した
相談支援

・「SOSの出し方」の教
育、普及啓発

・児童生徒が学校で使用する学習用
端末によるオンライン相談を含めた
相談体制の充実

文部科学省においては、令和６年度予算におい
て、自殺予防教育の指導教材・指導案等を作成す
るためのモデル事業を実施。
また、１人１台端末等を活用して、児童生徒の心
や体調の変化を把握し、早期発見、早期支援につ
なげる「心の健康観察」について、各学校におけ
る導入を推進してきたところ、学校のICT環境整備
3か年計画（2025～2027年度）における、1人1台端
末を活用した児童生徒の学校生活を支援するツー
ル（例：児童生徒の心や体調の変化を早期に発見
し、支援するツール）の整備に必要な経費を踏ま
えて地方財政措置を実施。
加えて、学校の長期休業、自殺予防週間や自殺対
策強化月間に合わせて全国の都道府県教育委員会
等に通知を発出し、「SOSの出し方教育」を含めた
自殺予防教育の実施、教育相談体制の充実、１人
１台端末等を活用した「心の健康観察」の導入を
促進。

35
・相談窓口のワンス
トップ化、24時間化
等

・分野横断的・ワンス
トップの相談窓口の構築
に向けた試行・本格実施

・「孤独・孤立相談ダイヤル ＃
9999」の試行の成果・課題を踏まえ
た本格実施に向けた取組を進める

36
・若年層が相談しやすい環境整備
（SNS、チャットボット等）

37

・必要な相談窓口に
つながる体制の整備
・様々な施策が一覧
できるポータルサイ
トの構築

・相談窓口がわかりにく
く、結果として相談にた
どりつけないといったこ
とがないようにする

・当事者等の状況やニーズに応じた
多様な相談支援体制の整備、相談し
やすい環境の整備

孤独・孤立対策ウェブサイト（チャットボット）
で対応を行っている。
令和６年度は、ゴールデンウィーク、年末年始の
長期休暇の期間に24時間相談を受け付ける相談ダ
イヤル等を試行実施。
引き続き、こうした結果も踏まえつつ、相談支援
の在り方について調査研究を行っている。

38
・切れ目ない対策の
構築

・相談者を適切な支援先
につなぐ体制の整備

・相談から支援につなぐことができ
る体制の整備の重点的な検討

・Ⅲ２（２）　入口から出口までを
一貫して行う相談支援事業と、居場
所支援を両輪で行うことによる、生
きることの包括的な支援の実践、切
れ目のない相談支援の実現
・Ⅲ２（４）③　窓口にたどりつけ
ない市民の早期発見・早期対応のた
めには、相談窓口の設置だけでな
く、居場所づくりの支援や、居場所
と窓口をつなぐブリッジ機能を担う
主体が重要という認識を持ち、施策
を推進

地域における相談支援と居場所支援が連携できる
よう、地方版孤独・孤立対策官民連携プラット
フォームを活用し、顔の見える関係づくりを推進
する。

39

・自治体における、孤
独・孤立対策のマンパ
ワーの充実、担当部署の
設置、研修等による対応
力向上支援

・自治体の庁内、関係機関の幅広い
施策推進体制の構築促進

・Ⅲ２（２）　各種制度の支援機
関・公的機関の相談窓口の職員への
孤独・孤立の問題に関する研修や啓
発の実施（再掲）

庁内横断的な連携体制の構築の必要性について施
行通知での明記。
多様な部局・民間団体への地方版孤独・孤立対策
官民連携プラットフォームへの参画呼びかけ。

・Ⅲ２（１）　ピアサポート、自己
肯定感・自己有用感を向上するよう
な教育の推進

・Ⅲ２（２）　「孤独・孤立相談ダ
イヤル ＃9999」の成果を踏まえ、24
時間365日稼働に向けた検討、電話以
外の相談手法（SNSなど）の発展に向
けて、官・民・ＮＰＯ等と連携して
検討

令和６年度は、ゴールデンウィーク、年末年始の
長期休暇の期間に24時間相談を受け付ける相談ダ
イヤル等を試行実施。
引き続き、こうした結果も踏まえつつ、相談支援
の在り方について調査研究中。
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40

・相談やアウトリー
チ型支援に対応する
人材の確保・育成・
技術向上の研修

・相談対応者の負担軽
減、効果的な相談窓口の
稼働のためのデジタル
ツールの活用（例：
チャットボット、緊急度
優先度を判断できるシス
テムの活用）

・相談対応者の負担軽減、相談者の
対応力の向上

・Ⅲ２（２）　相談支援体制の整備
に当たっての、相談員・ボランティ
アへの支援や居場所づくり、コー
ディネーター等の感情労働の評価の
在り方の検討

・Ⅲ２（２）　各種制度の支援機
関・公的機関の相談窓口の職員への
孤独・孤立の問題に関する研修や啓
発の実施

厚生労働省においては、例えば、令和６年度の生
活困窮者自立支援法に基づく事業に従事する支援
者に対する研修等に、孤独・孤立に関する内容を
盛り込み、孤独・孤立の問題を抱えている生活困
窮者へ適切な支援を行うことができる支援員を養
成。

現行の重点計画の基本方針に以下のように明記
し、取組を推進。
「②人材育成等の支援
孤独・孤立の問題を抱える当事者等に対して、一
人一人の相談時の心理的負担に留意しつつ多様な
状況に即した充実した相談支援を行えるよう、関
係機関において孤独・孤立に係る相談支援に当た
る人材の確保（就労環境の改善を含む。）、育成
及び資質の向上を推進する。その際、孤独・孤立
に関する知識や福祉・保健・教育等の複数の分野
にわたる専門的知識を習得できるような工夫(複数
分野の資格の取得を含む。)も求められる。
また、相談支援に当たる人材の心理的負担の軽減
や、相談支援に関わる者がスティグマを生みだす
原因となり得ることの予防に資するよう、相談支
援に当たる人材への支援を推進する。」

41
・支援にあたっての
ＮＰＯ等、専門家と
の連携

・地域や現場における行政と民間の
連携の推進

地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム
による、地域の関係者の顔の見える関係づくりを
以下で支援。
・令和４～５年度　地方版PFモデル事業の実施、
横展開
・令和６年度　孤独・孤立対策推進交付金、モデ
ル事業による継続支援
・令和７年度　社会参加活躍支援等孤独・孤立対
策推進交付金による継続支援

自治体からは、プラットフォーム等の設置方法や
取り組み方が分からないとの声もあり、好事例だ
けでなく、取組を進める上での課題についても把
握し、こうした自治体が参考にできるよう横展開
に取り組む必要。

42

・地域を支える重要な組
織等（社協、民生委員・
児童委員）と地域の居場
所の連携

・地域の幅広い関係者（ＮＰＯ、社
協、民生委員・児童委員、保護司
等）の参加促進

孤独・孤立対策推進法の施行通知において、地方
版孤独・孤立対策官民連携プラットフォームの構
成機関等の例としてＮＰＯ、社協、民生委員・児
童委員、保護司等を明記。

43

・支援対応の開始につい
て、水道などライフライ
ンの未払い情報から支援
につながるといった例を
参考とする

孤独・孤立対策推進法の施行通知や孤独・孤立対
策地域協議会の設置及び運営に関するガイドライ
ンにおいて、水道・ガス事業者も地方版プラット
フォームや地域協議会の構成機関等となりうるこ
とを明示。

44

・職業訓練内容の
アップデート、求職
者支援制度など就労
対策の徹底、HWやサ
ポステにおける対象
者に支援が届きにく
い状況の改善

厚生労働省においては、公的職業訓練において、
デジタル分野や人手不足分野の訓練コースの設定
を促進するとともに、周知・広報等を積極的に行
い、求職者支援制度の促進を図っている。
また、求職者への就職支援として、ハローワーク
における担当者制によるきめ細かな就職支援やト
ライアル雇用する事業主への助成等を実施してい
る。
さらに、地域若者サポートステーションにおい
て、就労に当たって困難を抱える若者等（15～49
歳の無業の方）が、充実した職業生活を送ること
ができるよう、オンラインも活用したキャリアコ
ンサルタント等による専門的な相談の実施や、多
様な就労支援メニューを提供している。

・Ⅲ２（２）　課題が生じた場合の
早期発見、早期対応のため、民生委
員・児童委員、ＮＰＯ等、居住支援
法人、保護司、BBS会などの連携を強
化すること
・Ⅲ２（４）③　地方版官民連携プ
ラットフォームは、社協、民生委
員・児童委員、保護司、文化・芸
術・スポーサークルなどの分野を超
えた団体や民間企業等の既存のプレ
イヤーも巻き込むものとするよう周
知
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45

・つながりのある地域づ
くりに資する当事者等の
状況に応じた居場所づく
り

・世代を越えて誰もが「居場所」と
「出番・役割」を持てる、人と人と
のつながりを実感できる心豊かな地
域づくりを展開

・Ⅲ２（３）　孤独・孤立対策と
は、人と会う気持ちになる仕掛けづ
くりであること、個人が抱える課題
や個人の属性をもとに住民を分断せ
ず、支援者・非支援者を分けないこ
とや、地域課題の解決のための役割
をつくることが重要。
・Ⅲ２（３）　地域の居場所づくり
において、お互い様の地域づくり
（地域共生）に参加することが促進
されるものとすること
・Ⅲ２（３）　「予防」に加え、緩
やかなつながりのある地域社会をつ
くること。

令和５年度から「地域における孤独・孤立対策に
関するＮＰＯ等の取組モデル調査事業」で居場所
づくりのモデルを収集しており、令和７年度も引
き続き実施する。

こども家庭庁において、令和５年度には「ＮＰＯ
等と連携したこどもの居場所づくり支援モデル事
業」を、令和６年度からは「こどもの居場所づく
り支援体制強化事業」を実施し、地方自治体やＮ
ＰＯが中心となったこどもの居場所づくりの取組
を推進している。こどもの居場所づくりのモデル
となる先進的な事例についての情報も収集してお
り、令和７年度も引き続き実施する。

46

・課題解決型の支援
と伴走型の支援の区
別を意識しつつ、
ニーズに応じた対応

現行の重点計画において、関係府省庁における福
祉等の課題解決型の支援や、つながりづくりと
いった伴走型の支援を関連施策として盛り込み、
取組を進めることとしている。

47
・多様で、身近な居場所
づくりをきめ細かく支援

・日常の様々な分野で「緩やかなつ
ながり」を築けるような多様な「居
場所づくり」や「居場所」の「見え
る化」

・Ⅲ２（３）　各地域での活動の注
視や事例収集を続け、それを踏まえ
た資金的・非資金的支援の実施

令和５年度から「地域における孤独・孤立対策に
関するＮＰＯ等の取組モデル調査事業」で居場所
づくりのモデルを収集しており、令和７年度も引
き続き実施する。

こども家庭庁において、令和５年度には「ＮＰＯ
等と連携したこどもの居場所づくり支援モデル事
業」を、令和６年度からは「こどもの居場所づく
り支援体制強化事業」を実施し、地方自治体やＮ
ＰＯが中心となったこどもの居場所づくりの取組
を推進している。こどもの居場所づくりのモデル
となる先進的な事例についての情報も収集してお
り、令和７年度も引き続き実施する。

48

・「チームとしての
学校」の取組、コ
ミュニティ・スクー
ルと地域学校協働活
動の一体的推進

・地域におけるつながり
を作りだすコーディネー
ト機能を重視した対策
（例：スクールソーシャ
ルワーカーが学校と地域
資源をつなぐ）

・地域のつながりを作り出すコー
ディネート機能の確保

49
・「社会的処方」の
実装

・地域におけるつながり
を作りだすコーディネー
ト機能を重視した対策
（例：スクールソーシャ
ルワーカーが学校と地域
資源をつなぐ）

・「社会的処方」の推進

50

・「社会的処方」の
つながりの場所とし
て国公立公園や美術
館・博物館を活用

・分野を特定しない支援
の展開

・地域活動の場としての公民館等の
公共施設を利用しやすくする取組の
促進

51
・中間支援団体の活動の
評価、促進に向けた支援

・中間支援組織を通じた支援のモデ
ル構築、全国展開
・支援者支援

・Ⅲ２（４）①　中間支援組織の重
要性を認識し、ＮＰＯ等の意見を聴
く。
・Ⅲ２（４）①　中間支援団体への
支援は、行政区域をまたぐ取組を前
提とした予算事業や、地域のＮＰＯ
を把握するための調査やデータベー
スのメンテナンスに伴う費用等も支
援対象となるなど、地域の実情、団
体の自立性・柔軟性を確保したもの
とすること。

令和５年度は中間支援団体向けモデル事業による
支援を実施。
令和６年度から孤独・孤立対策推進交付金により
中間支援団体を支援しており、令和７年度も社会
参加活躍支援等孤独・孤立対策推進交付金として
引き続き実施する。

厚生労働省においては、かかりつけ医と保険者を
介したいわゆる社会的処方について、令和３～５
年度にモデル事業を実施、令和６年度以降は保険
者協議会に位置付けて継続的な取組支援を実施。

環境省において、孤独・孤立に悩む方々を含め、
広く国内外の訪問客に、自然とのふれあいや地域
との交流の機会を提供すべく、国立公園をはじめ
とする自然公園を人と人との「つながりの場所」
として活用する取組を推進している。

国土交通省において、都市公園については、日常
の清掃等の活動を、地域住民とともに行うなど、
緩やかなつながりを築ける居場所づくりに取り組
む事例について、収集・周知を実施する。

文部科学省において、博物館の取組については、
博物館が中核となって、学校等の教育機関や医
療・福祉施設等、地域の多様な主体と連携し、社
会包摂をはじめとする社会的・地域的課題の解決
に向け、必要な人材確保やアウトリーチ活動を行
うなどの先進的な取組を支援。

・Ⅲ２（３）　医療機関を介したい
わゆる社会的処方のみならず、緩や
かに国立公園や美術館・博物館等の
地域資源・地域の居場所へのつなが
りを提供する仕組みといった日本独
自の社会的処方のあり方の検討、効
果検証の実施。
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令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 対応状況

52

・ＮＰＯ等の位置付けの
再確認、活動の再定義
・数字にとらわれない評
価が必要

・ＮＰＯ等の位置付けの再確認、活
動の再定義、活動の評価の在り方の
検討
・数字にとらわれない評価の検討

・Ⅲ２（４）①　　「新しい公共」
と呼ばれるＮＰＯ等の位置付けを再
確認し、行政も育てる互助関係とい
う意識を持つこと
・Ⅲ２（４）①　ＮＰＯ等の活動の
評価のあり方の検討。短期間での数
値のみの評価がなじまない活動があ
ることに留意

現行の重点計画の基本方針に以下のように、ＮＰ
Ｏ等の重要性を明記。
「地域で失われた人と人との「つながり」を再構
築するためには、関係行政機関（特に地方自治
体）のみならず、ＮＰＯ等の民間法人の現場レベ
ルでの取組や活動も必要かつ重要であることを再
認識した。」
ＮＰＯ等の活動の評価の在り方については、引き
続き検討。

53
・複数年委託の促進
などの継続的・安定
的な支援活動

・ＮＰＯ等への複数年契
約の導入

・複数年契約の普及促進

地方公共団体それぞれの判断により複数年度の委
託契約締結が可能なことについては、実際の取組
事例と併せて地方公共団体あてに通知(「地方公共
団体における孤独・孤立対策に取り組むＮＰＯ等
との複数年契約に係る事例等について(通知)」(令
和４年６月27日閣副会第836号))。

54

・継続的な予算の確
保
・支援に当たってい
るＮＰＯ等の民間団
体へのきめ細やかな
支援

・ＮＰＯ等への継続的な
予算支援

・ＮＰＯ等への継続的な予算支援

令和５年度から「地域における孤独・孤立対策に
関するＮＰＯ等の取組モデル調査事業」で居場所
づくりのモデルを収集しており、令和７年度も引
き続き実施する。

こども家庭庁において、令和５年度には「ＮＰＯ
等と連携したこどもの居場所づくり支援モデル事
業」を、令和６年度からは「こどもの居場所づく
り支援体制強化事業」を実施し、地方自治体やＮ
ＰＯが中心となったこどもの居場所づくりの取組
を推進している。こどもの居場所づくりのモデル
となる先進的な事例についての情報も収集してお
り、令和７年度も引き続き実施する。

55

・Ⅲ２（４）①　ＮＰＯ法人を栄典
の対象とする勲章・褒章制度の見直
し、スタートアップ支援における法
人登記情報の個人情報の非公開化の
際に、ＮＰＯ法人が対象外となった
ことの見直しの検討

ＮＰＯ法人を含めた表彰制度の導入に向けて、内
閣府内で議論を進めている。

56 ・休眠預金等活用制度を活用

内閣府（共生・共助）において、本制度の枠組み
の下で、引き続き孤独・孤立対策に最大限、迅速
かつ効果的に対応する旨を「2025年度休眠預金等
交付金活用推進基本計画」（令和７年３月27日内
閣総理大臣決定）に盛り込み、民間団体による孤
独・孤立対策に係る事業に更に活用されるよう、
引き続き指定活用団体とともに本制度の積極的な
周知・広報を行う。

57
・ＮＰＯが寄附を受けやすくする環
境整備

内閣府（共生・共助）において、対価とはいえな
い程度の返礼品については、寄附としての性格に
影響を与えるものではなく、寄附者に対して提供
して差し支えないとの考え方を明確化するため、
「特定非営利活動促進法のあらまし」を令和５年
度に改定するとともに、所轄庁に通知した。

58
・認定ＮＰＯ法人のメ
リットの拡大の検討

内閣府（共生・共助）において、認定ＮＰＯ法人
に対する税制優遇措置の累次拡充。

59

・Ⅲ２（４）①　建物の専有の問題
により多世代交流の場がつくりづら
いという指摘を踏まえ、分野横断的
な取組の充実や運用の柔軟化を検討

現行の重点計画の基本方針に以下のように明記
し、取組を推進。
「各府省庁においては、引き続き、以下に列挙さ
れた政策に限らず、あらゆる政策に孤独・孤立対
策の視点を入れ、運用改善・新規施策の立案に取
り組んでいくこととする。」

・Ⅲ２（４）①　自殺対策も含めた
命を守るための取組、つながりづく
りを行うＮＰＯ等支援に関する政府
予算の継続的な確保、さらなる拡充
の検討。ＮＰＯが活動を継続させる
ため、３年程度の継続的な補助金・
伴走支援を検討すること
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令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 対応状況

60

・フードバンク・フード
パントリー等食品の提供
主体と必要とする主体の
コーディネート支援、政
府備蓄米等の活用

・フードバンク・フードパントリー
等食品の提供主体と必要とする主体
（子ども食堂）の連携・協働の促進

農林水産省においては、令和６年度補正予算及び
令和７年度当初予算において、地方公共団体や食
品事業者、フードバンクやこども食堂等の地域の
関係者が連携する体制づくりを支援するととも
に、フードバンクやこども食堂等の立上げや機能
強化に向けた支援や、食品事業者とフードバンク
等との情報交換会の開催による食料の出し手・受
け手のマッチングを実施している。
また、こども食堂等やフードバンクに対し、食育
の一環として政府備蓄米の無償交付を実施してい
る。

消費者庁においては、食品寄附を促進するため、
令和６年12月に「食品寄附ガイドライン」を策定
した。令和７年度予算事業として、一定の管理責
任を果たすことができるフードバンクの認証制度
の実証事業の実施、フードバンク、フードパント
リー、こども食堂等を対象とした研修の実施、災
害時用備蓄食料の廃棄量の調査を実施する。

61

・取組の格差が生じないよう努め
る。ＮＰＯ等への支援の必要性等に
ついて、首長、議会、各団体等へ訴
えていく

・Ⅲ２（４）②　地方公共団体の取
組の温度感は様々であることも踏ま
え、それぞれの地域の特性が考慮・
反映された取組を支援すること
・Ⅲ２（４）③　地方版官民連携プ
ラットフォームの設置や各地域の対
策について、生活圏域など特性に
沿って地方公共団体を横断して実施
することが推進されるよう、国が取
組の支援や事例の普及を図ること

「孤独・孤立対策の在り方に関する有識者会議」
に地方団体も参画。
自治体への周知。
交付金やモデル事業で多様な取組を支援。自治体
からは、プラットフォーム等の設置方法や取り組
み方が分からないとの声もあり、好事例だけでな
く、取組を進める上での課題についても把握し、
こうした自治体が参考にできるよう横展開に取り
組む必要。

62 ・地方財源の継続的な確保

Ⅲ２（４）②　「孤独・孤立対策推
進交付金」が地方公共団体における
孤独・孤立対策の推進の原動力とな
るよう拡充を図り、地方自治体の取
組を国がしっかり支える地方財源の
継続的な確保に努めること、より使
いやすいものとなるよう不断の見直
しを行うこと

令和４、５年度　地方版PFモデル事業の実施、横
展開。
令和６年度　孤独・孤立対策推進交付金、モデル
事業による継続支援。
令和７年度　社会参加活躍支援等孤独・孤立対策
推進交付金による継続支援。

63
・支援者が孤独・孤立に
至らないような対応・支
援

・Ⅲ２（４）③　地域のキーパーソ
ンを支えるため、地方版官民連携プ
ラットフォームを活用することが考
えられる。
・Ⅲ２（４）③　広域的な支援を実
施するＮＰＯ等と基礎自治体の連
携、広域自治体と基礎自治体やＮＰ
Ｏ等との連携が促進されるよう、円
滑に連携している事例を収集、横展
開すること

地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォーム
による、地域の関係者の顔の見える関係づくりを
以下で支援。
・令和４、５年度　地方版PFモデル事業の実施、
横展開。
・令和６年度　孤独・孤立対策推進交付金、モデ
ル事業による継続支援。
・令和７年度　社会参加活躍支援等孤独・孤立対
策推進交付金による継続支援。

64
・官民連携にあたって、「水平型連
携」が重要であることを意識すべき

孤独・孤立対策推進法の施行通知等において周
知。
「地方版孤独・孤立対策官民連携プラットフォー
ムの最も重要な特徴は、参画する関係機関等が対
等に相互につながる「水平的連携」を目指すもの
である。」

65
・国と地方が共通の使命
感の下での連携

孤独・孤立対策推進法において、国及び地方公共
団体の責務を明記し、連携して取組を推進する。

66

・Ⅲ２（４）③　孤独・孤立対策の
推進のために民間企業が基金を立ち
上げることや、そのような企業への
インセンティブを付与する事例があ
れば共有

現行の重点計画の基本方針に以下のように明記
し、取組を推進。
「都道府県と市区町村との連携・協力を含めた地
方自治体における体制整備や、地域の実情に応じ
た施策の展開・底上げを支援するため、地方自治
体に対し、政府の孤独・孤立対策に関する施策や
先行事例・好事例等の情報に加えて、既存の取組
の活用を含めて地方自治体における施策の推進に
資する留意点等の情報の提供・共有を行う。」

9
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67

・各種施策のロード
マップ、PDCAサイク
ルの確立
・法的な枠組みの必
要性の議論

・孤独・孤立対策の法制
化等の検討

・法の施行に向け、自治体等関係機
関との連携をし円滑な施行に万全を
期すべき

・Ⅲ２（４）③　現場の意見を聴き
ながら、官民連携プラットフォーム
や地域協議会の運営の在り方につい
ても、引き続き政府で検討

孤独・孤立対策推進法の成立・施行。
内閣総理大臣を本部長とし、全閣僚を構成員とす
る「孤独・孤立対策推進本部」の設置。
孤独・孤立対策担当大臣を議長とし、全府省庁の
局長・審議官級を構成員とする「孤独・孤立対策
推進会議」の設置。
孤独・孤立対策推進法の施行通知、孤独・孤立対
策地域協議会の設置及び運営に関するガイドライ
ンの発出。
自治体からは、プラットフォーム等の設置方法や
取り組み方が分からないとの声もあり、好事例だ
けでなく、取組を進める上での課題についても把
握し、こうした自治体が参考にできるよう横展開
に取り組む必要。

68

・個人情報保護と孤
独・孤立に悩む方々
への支援の必要性の
バランス

・孤独・孤立対策におけ
る個人情報の取扱いの課
題の明確化・制度的な対
応等

孤独・孤立対策地域協議会における個人情報の取
扱いについて、孤独・孤立対策地域協議会の設置
及び運営に関するガイドラインに記載。

69

・物理的な住居の確
保及び精神的な住民
間のつながりを生む
住環境支援
・母子生活支援施設
などの既存制度の活
用

・物理的な住居の確保及
び精神的な住民間のつな
がりを生む住環境支援ほ
か、住まいのセーフ
ティーネットの充実強化
・生活全般の支援のみな
らず居住支援に焦点を当
てたサービス提供や既存
施策の見直しの検討

Ⅲ２（４）③　地方公共団体、居住
支援協議会、居住支援法人等による
居住支援体制の整備と地域の孤独・
孤立対策との連携を一層強化するこ
と。

国土交通省においては、低額所得者や高齢者、障
害者等の住宅確保要配慮者の住まいの確保とし
て、公営住宅の整備や、民間賃貸住宅等の空き家
や空き室を活用したセーフティネット登録住宅へ
の登録を推進している。

また、国土交通省及び厚生労働省においては、居
住支援協議会や居住支援法人等と連携して、孤
独・孤立対策の観点も踏まえ、住宅確保要配慮者
に対する入居時の相談、入居中の生活支援等を実
施している。

こども家庭庁においては、ひとり親家庭等に対し
て、一定期間、母子生活支援施設等を活用し、離
婚後の住まい・就業・生活等の支援を行う事業を
実施しており、令和６年度からは、離婚前の困難
を抱える家庭を新たな対象に加える等、更なる支
援の強化を図ったところ。

住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体
制の強化などを盛り込んだ「住宅確保要配慮者に
対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等の一
部を改正する法律」が令和６年５月に成立、令和
７年10月から施行（国土交通省及び厚生労働省の
共管）。

70

・Ⅳ　孤独・孤立対策を通して社会
を変えていく原動力が生まれること
を期待
・Ⅳ　法が施行され、総理大臣を本
部長とする孤独・孤立対策推進本部
が立ち上がり政府一体となった取組
が一層本格化する令和６年度が、孤
独・孤立対策の発展のターニングポ
イントとなるよう、国・地方公共団
体における着実な取組が必要
・Ⅳ　あらゆる分野に孤独・孤立の
視点が組み込まれることを目に見え
るよう、政府を挙げて取り組み、法
の施行に取り組む地方自治体を国が
支えするよう強く要請
・Ⅳ　党としても、その取組を応援
し、地域にPRしていく。孤独・孤立
対策の理念が広く社会に共有され、
取組が浸透していくよう、党を挙げ
て取り組む。

重点計画に以下のとおり明記し、取組を推進。
「令和６年４月１日の法施行を受け、孤独・孤立
対策については、推進法に基づいて内閣総理大臣
及び内閣府特命担当大臣（孤独・孤立対策）の
リーダーシップの下、孤独・孤立対策推進本部を
中心に総合的な取組を強化・深化していく段階で
ある。」
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